
 

第 1 章 計画策定にあたって 

１．計画策定の趣旨 

子育てや子どもの育ちをめぐる環境の変化を背景に、子どもと子育てをしている人たちに必

要な支援を行い、一人一人の子どもが健やかに成長することができる社会の実現に寄与するこ

とを目的として、平成 24 年８月に子ども・子育て支援法などの、いわゆる「子ども・子育て関

連３法」が制定され、子ども・子育て支援の新たな制度、「子ども・子育て支援新制度」が創

設されました。 

これを受け国では、平成 29 年６月に「子育て安心プラン」を公表し、平成 30 年度から令和

３年度までに女性の就業率 80％にも対応できる約 32 万人分の保育の受け皿を整備すること、平

成 30 年９月には、「新・放課後子ども総合プラン」を策定し、放課後等にすべての児童を対象

として学習や体験などを行う事業の計画的な整備等を進めていくこととしました。 

本市では、平成 17 年度から推進してきた「小田原市次世代育成支援対策行動計画」を継承し

ながら、すべての子どもに良質な成育環境と、実情に応じた支援が適切に提供できるよう、平

成 27 年度から「小田原市子ども・子育て支援事業計画」を推進してきましたが、令和元年度末

に計画最終年度を迎えることから、引き続きすべての子どもに良質な成育環境を保障し、地域

の実情に応じた支援が適切に提供されていくよう、子育て世帯の利用希望を把握した上で、幼

児期の教育・保育、地域子ども・子育て支援事業に対する量の見込みと提供体制の確保内容を

盛り込んだ「第２期小田原市子ども・子育て支援事業計画」を策定します。 

 

２．計画の位置付け 

本計画は子ども・子育て支援法に基づき、幼児期の教育・保育、地域子ども・子育て支援事

業の提供体制の質及び量の確保や、法に基づく業務の円滑な実施などについて定めます。ま

た、児童福祉法に規定する保育所及び幼保連携型認定子ども園の整備に関する市町村整備計画

を兼ねるとともに、子どもの貧困対策推進法に関する施策を含めます。 

本計画の策定にあたっては、本市の総合計画の施策の方向やその他の関連計画とも連携し、

整合を図ります。 

なお、広く次世代育成支援の観点から総合的に施策を推進するために、本計画は「次世代育

成支援対策行動計画」を継承し、改正後の次世代育成支援対策推進法に基づく計画としても位

置付けます。 
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３．計画期間 

本計画は、子ども・子育て支援法に基づき、令和２年度から令和６年度の５年間を計画期間

とします。 

なお、計画期間中は施策の実施状況の点検、評価を行うとともに、必要に応じて計画の見直

しを行います。 

◆ 計画期間 
平成 

27 年度 
平成 

28 年度 
平成 

29 年度 
平成 

30 年度 
令和 

元年度 
令和 

２年度 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 
令和 

６年度 

          

小田原市総合計画 

主な関連計画 

○小田原市学校教育振興 

基本計画 

第２期小田原市 

子ども・子育て支援事業計画 

連携 

個別計画 

小田原市次世代育成 

支援対策行動計画 

継承 

子ども・ 
子育て 
支援法 

次世代 
育成支援 
対策推進法 

○小田原市地域福祉計画 

○小田原市障がい者基本 

計画 

等 

小田原市子ども・子育て支援事業計画 

第２期小田原市 
子ども・子育て支援事業計画 
（※令和４年度〇月に「小田原市子ど

もの貧困対策推進計画」を包含した計

画へ改定。） 

見直し 

小田原市子どもの貧困

対策推進計画 

子どもの
貧困対策
推進法 
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